国連の人権専門家、児童の性的搾取との闘いに向け一層の努力を日本に要請
ジュネーブ/東京（2015年10月28日）-国連の「児童の売買、児童売春、児童ポルノ」に関する特別報告者のマオド・ド・ブーア＝ブキッキオ氏は、7日間の日本視察*を終え、最近改正された児童買春・児童ポルノ禁止法を評価する一方、児童に対する性的搾取と闘うために一層努力するよう日本政府に要請しました。

「児童の性的搾取および売買を阻止し撲滅する包括的戦略が緊急に必要とされている」とブーア＝ブキッキオ氏は述べました。氏は、日本の関係当局がこうした戦略を実施するのに十分な資源を整え、人身取引対策行動計画など既存の関連戦略を補完するよう行動すべきであるとも述べました。

こうした戦略の重要な要素となるのは、被害にあった子どもたちに対応するあらゆる専門家を訓練し、専門家がその意思決定において子どもの人権の観点を十分に配慮するようにすることです。「被害を受けた子どもたちが犯罪者として扱われることがまだあまりにも多い」とブーア＝ブキッキオ氏は述べました。

「子どもたちが自分に影響を及ぼすすべての決定に関与し、制度上意見を求められるようにするべきである」と氏は加え、子どもの聴取される権利は国際法に定められていると強調しました。こうした点は特に、ケア、回復、社会復帰サービスの提供に加え、法的手続きにもあてはまるものです。
ブーア＝ブキッキオ氏は、視察中に見られた数々の優れた取り組みを評価し、「効果的なサイバーパトロールのおかげで、オンライン上で入手できる児童虐待製造物（CAM、いわゆる児童ポルノ）が減少している」と述べました。また氏は、こうした犯罪にあたるコンテンツを削除する民間主導の活動に特に感心したと述べる一方、この点については政府による活動が一層求められると強調しました。
ブーア＝ブキッキオ氏はさらに、子どもを極度に性的に描き、児童の性的虐待や性的搾取を陳腐化する漫画についてさらなる議論と調査が必要であると訴えました。「こうしたジャンルの漫画は禁止すべきであり、こうした行為は絶対に許されない」と述べました。氏は表現の自由と児童保護の間に適切なバランスを見出すという課題を認識しながらも、児童を性的対象物として描いたもの、性的満足を得る目的で作られたものは児童ポルノとみなすべきだと結論付けました。
加えて、児童の性的搾取の加害者に対して有罪判決率が低く、刑罰が限定的である点について懸念を示しました。「児童の性的搾取の捜査において警察当局は積極的な取り組みに欠けており、加害者は有罪判決が下っても執行猶予になったり、罰金などの軽い処罰で済んだりする場合が多い」とブーア＝ブキッキオ氏は述べました。「こうした犯罪行為を社会が許容する風潮を減らすには、刑罰免責に終止符を打つ必要がある」と氏は加えました。
ブーア＝ブキッキオ氏は、東京で開催される2020年オリンピック大会の準備において日本が世界から注目されることを鑑み、この機会をとらえて児童の性的搾取の撲滅に向けて引き続き専念する姿勢を日本政府が示すことへの希望を表明しました。

ブーア＝ブキッキオ氏は10月19日から26日までの視察において、関係省庁と内閣府の代表者、国会議員、司法当局、警察、川西市子どもの人権オンブズパーソン、情報通信技術企業の代表者、観光産業の代表者、ユニセフ代表者、子どもの人権擁護団体、学術研究者、非政府組織、若者たちと会談しました。
今回の視察に関する最終調査報告書は2016年に国連人権理事会に提出される予定です。
（*）視察後の声明全文については下記をご覧ください。
http://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=16656&LangID=E
*******************************************************

マオド・ド・ブーア＝ブキッキオ氏。2014年5月、国連人権理事会から「児童の売買、児童売春、児童ポルノ」に関する特別報告者に任命される。特別報告者として、いかなる政府、組織からも独立し、個人の資格で任務にあたる。
－詳細については下記をご覧ください。

http://www.ohchr.org/EN/Issues/Children/Pages/ChildrenIndex.aspx
国連人権専門家は、国連人権理事会の「特別手続き」に属する専門家である。「特別手続き」とは数々の独立専門家を擁する、国連人権機構の中の最大組織である。特定の国における人権状況やテーマ別の人権状況について事実調査・監視を行う、国連人権理事会の独立した数々のメカニズムを総称して「特別手続き」という。全ての国が調査対象となる。「特別手続き」の専門家は国連職員ではなく、金銭的報酬も受け取らず、自らの意思で調査に取り組む。いかなる政府、組織からも独立し、個人の資格で任務にあたる。

－国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）　各国ページ　日本：

http://www.ohchr.org/EN/countries/AsiaRegion/Pages/JPIndex.aspx
－報道に関する問い合わせ及び追加情報については以下にお問い合わせください。

ネカネ・ラビン（＋41 22 917 94 02 / nlavin@ohchr.org）、またはsrsaleofchildren@ohchr.org まで。

－ニュースサイトおよびソーシャルメディア：ニュースリリースについての主なメッセージは以下の国連人権関連のソーシャルメディアをご参照ください。適切なハンドルでタグ付けしてください。

Twitter: UNrightswire 

Facebook: unitednationshumanrights
Google+ unitednationshumanrights    
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